
 

平成 23 年 9月 28 日 

各 位 

会 社 名 株式会社ノア 

代表者名 代表取締役社長 溝邉 乃利雄 

 （コード:3383、名証） 

問合せ先 管理本部長  北山 智康 

 （TEL．03－6891－6500） 

 

（訂正・数値データ訂正あり） 

「平成 23 年 6 月期決算短信（非連結）」の一部訂正について 

 

当社は、平成 23 年 8月 18 日に発表いたしました「平成 23年 6 月期 決算短信」の一部に誤りがあ

りましたので、下記のとおり訂正いたします。 

なお、訂正箇所には下線   を付して表示しております。 

 

記 

 

【訂正箇所】  

１．「４．財務諸表（６）重要な会計方針 ６引当金の計上基準」 ・・・19ページ 

（訂正前） 

項目 
前事業年度 

（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日） 

６．引当金の計上基準  貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

 貸倒引当金 

       同左 

 

（訂正後） 

項目 
前事業年度 

（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日） 

６．引当金の計上基準         ― 

 

貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

 

 



２．「４．財務諸表（８）財務諸表に関する注記事項 （損益計算書関係）」 ・・・22 ページ 

（訂正前） 

※５．関係会社に対する取引は、次のとおりであります。 

    テクニカル売上高       4,010千円 

    テクニカル売上原価     21,835千円 

    受取賃貸料           239千円 

    雑収入              0千円 

 

※５．関係会社に対する取引は、次のとおりであります。 

    テクニカル売上高        400千円 

    テクニカル売上原価     15,201千円 

    受取賃貸料           150千円 

 

 

 

（訂正後） 

※５．関係会社に対する取引は、次のとおりであります。 

    テクニカル売上高       4,010千円 

    テクニカル売上原価     21,835千円 

    受取賃貸料           239千円 

    雑収入              0千円 

 

５．          ― 

 

 

 

 

３．「４．財務諸表（８）財務諸表に関する注記事項 ３．主要な顧客ごとの情報」 ・・・25 ページ 

（訂正前） 

３ 主要な顧客ごとの情報 

  (単位：千円) 

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名 

株式会社ヤマダ電機 49,054 LED照明機器販売事業 

株式会社デジアイズ 35,449 LED照明機器販売事業 

 

（訂正後） 

３ 主要な顧客ごとの情報 

  (単位：千円) 

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名 

株式会社ヤマダ電機 49,054 LED照明機器販売事業 

株式会社デジアイズ 35,437 LED照明機器販売事業 

 

 

４．「４．財務諸表（８）財務諸表に関する注記事項 ２．１株当たり当期純利益金額又は当期純損失

金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎」 ・・・27 ページ 

（訂正前） 

２．１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎 

 
前事業年度 

(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 



損益計算書上の当期純利益又は当期純損失 
（△）（千円） 

△437,424 △281,655 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失
（△）（千円） 

△437,424 △281,655 

普通株式の期中平均株式数（株） 50,285 57,987 

当期純利益調整額（千円） ― ― 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算

定に用いられた普通株式増加数の主要な内

訳（株） 

― ― 

普通株式増加数（株） ― 56,333 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含ま

れなかった潜在株式の概要 

新株予約権２種類 

 （新株予約権の数   112個) 

第３回新株予約権    48個 
第４回新株予約権    64個 

新株予約権２種類 

 （新株予約権の数  20,040個) 

第４回新株予約権    40個 

第５回新株予約権  20,000個 

 

（訂正後） 

２．１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎 

 
前事業年度 

(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失 
（△）（千円） 

△437,424 △281,655 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失
（△）（千円） 

△437,424 △281,655 

普通株式の期中平均株式数（株） 50,285 57,987 

当期純利益調整額（千円） ― ― 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算

定に用いられた普通株式増加数の主要な内

訳（株） 

― 20,000 

普通株式増加数（株） ― 56,333 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含ま

れなかった潜在株式の概要 

新株予約権２種類 

 （新株予約権の数   112個) 

第３回新株予約権    48個 
第４回新株予約権    64個 

新株予約権２種類 

 （新株予約権の数  20,040個) 

第４回新株予約権    40個 

第５回新株予約権  20,000個 

 

以上 


